
 

さいたま市耐震シェルター等設置支援事業要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、地震による木造住宅の倒壊から居住者の生命を守るため、当該

住宅に耐震シェルター等を設置する所有者に対し、助成金を交付することについて、

さいたま市補助金等交付規則（平成１３年さいたま市規則第５９号）に規定するも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとお

りとする。 

⑴ 耐震シェルター等 公的機関により安全性の評価を受けた耐震シェルター又は

防災ベッドで、市長が別に定める基準により定めるものをいう。 

⑵ 耐震診断 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（

平成１８年国土交通省告示第１８４号）により、建築物の地震に対する安全性を

評価するものをいう。 

（助成対象） 

第３条 助成の対象となる耐震シェルター等は、木造住宅に設置するもので、次に掲

げる要件を満たすものとする。 

⑴ 昭和５６年５月３１日以前に工事に着手し、建築された戸建て住宅（２戸の長

屋で親族のみで居住するものを含み、延べ面積の２分の１以上を居住の用に供す

るものに限る。）に設置するもの 

⑵ 耐震診断を実施した結果、地震に対して安全な構造でないと判定された住宅に

設置するもの 

（助成対象者） 

第４条 助成金の交付を受けることができる者は、耐震シェルター等を設置する木造

住宅の所有者とする。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、耐震シェルター等の購入及び設置に要する費用で３０万円を

限度とする。 

２ 前項の助成金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 



 

 （助成金交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、耐震シェ

ルター等の購入及び設置に係る契約を締結する前に、耐震シェルター等設置助成金

交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければな

らない。 

⑴ 耐震シェルター等を設置しようとする木造住宅の建築時期が確認できる書類 

⑵ 耐震シェルター等を設置しようとする木造住宅を所有していることが確認でき

る書類 

⑶ 耐震シェルター等を設置しようとする木造住宅の平面図（耐震シェルター等の

設置場所を表示したもの） 

⑷ 耐震診断報告書の写し 

⑸ 耐震シェルター等の購入及び設置に要する費用の見積書の写し 

⑹ その他市長が必要と認める書類 

（交付等の決定） 

第７条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、速やかに審査その他必要な調

査を行い、申請内容がこの告示の目的及び規定に適合していると認めたときは、助

成金の交付を決定し、申請者に耐震シェルター等設置助成金交付決定通知書（様式

第２号）により通知しなければならない。 

２ 市長は、助成金の交付を決定する場合において、助成金の交付の目的を達成する

ために必要と認めるときは、条件を付すことができる。 

３ 市長は、第１項の規定による審査等の結果、助成金を交付しないことを決定した

ときは、申請者に耐震シェルター等設置助成金不交付決定通知書（様式第３号）に

より通知しなければならない。 

（設置の変更又は中止） 

第８条 前条第１項の規定により助成金の交付決定の通知を受けた者（以下「助成対

象者」という。）は、助成金の交付の申請の内容を変更しようとするとき（軽微な

変更で、助成金の額に変更を生じないものを除く。）は、耐震シェルター等設置変

更承認申請書（様式第４号）に当該変更に係る書類を添付して市長に提出し、承認

を得なければならない。 



 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合においては、速やかに審査を行い、変

更内容がこの告示の目的及び規定に適合していると認めたときは、耐震シェルター

等設置変更承認通知書（様式第５号）により、助成対象者に通知しなければならな

い。 

３ 助成対象者は、やむを得ない事情により耐震シェルター等の設置を中止するとき

は、速やかに耐震シェルター等設置助成金辞退届（様式第６号）により市長に届け

出なければならない。 

（完了報告） 

第９条 助成対象者は、耐震シェルター等の設置が完了したときは、耐震シェルター

等設置完了報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなけ

ればならない。 

⑴ 耐震シェルター等の設置の完了が確認できる写真 

⑵ 耐震シェルター等の購入及び設置に係る契約書等の写し 

⑶ 耐震シェルター等の領収書の写し 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（助成金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定による報告があったときは、速やかに審査を行い、耐

震シェルター等の設置が適正に行われたと認めたときは、交付すべき助成金の額を

確定し、耐震シェルター等設置助成金交付額確定通知書（様式第８号）により、助

成対象者に通知する。 

（助成金の請求及び交付） 

第１１条 助成対象者は、前条の規定による通知を受けたときは、耐震シェルター等

設置助成金交付請求書（様式第９号）を、助成金の交付決定のあった日の属する年

度の３月末日までに、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による助成金の交付請求により、助成金を交付する。 

（助成の制限） 

第１２条 助成金の交付は、対象となる木造住宅１棟につき１回限りとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、国、地方公共団体その他公共団体からこの告示と同様

の助成金又はさいたま市既存建築物耐震補強等助成事業要綱（平成１９年さいたま



 

市告示第３３０号）による耐震補強工事に係る助成金の交付決定の通知を受けてい

るときは、助成金の交付は行わない。 

３ 助成金の交付は、予算の範囲内で行うものとする。 

（交付決定の取消し及び返還） 

第１３条 市長は、助成対象者が、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ この告示の規定に違反したとき。 

⑵ 虚偽その他不正の手段により助成金の交付の決定又は交付を受けたとき。 

⑶ その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付の決定を取り消した場合において、既に

助成金が交付されているときは、期限を定めてその全部又は一部の返還を命じるも

のとする。 

（調査等に対する協力） 

第１４条 助成対象者は、この告示による助成金の交付等に関し、市長が必要な調査

をし、又は報告を求めたときは、これに協力しなければならない。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第１５条 電子情報処理組織（市の機関の使用に係る電子計算機と申請又は届出を行

う者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

）を使用する方法により耐震シェルター等設置助成金交付申請書、耐震シェルター

等設置変更承認申請書、耐震シェルター等助成金辞退届、耐震シェルター等設置完

了報告書又は耐震シェルター等設置助成金交付請求書を提出する場合については、

さいたま市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例（平成１８年さいたま

市条例第６６号）及びさいたま市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例

施行規則（平成１８年さいたま市規則第１５４号）の例による。 

 （その他） 

第１６条 この告示の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 



 

（失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに交

付した助成金については、第１３条及び第１４条の規定は、この告示の失効後もな

おその効力を有する。 

附 則（平成２８年３月３１日告示第４８４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日告示第５８７号） 

（施行期日） 

１ この告示中附則第２項の改正は公布の日から、その他の改正は令和３年４月１日

から施行する。 

附 則（令和５年３月３１日告示第６１１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 


